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序     文 
 

エチオピア連邦民主共和国において、観光は貴重な外貨獲得手段であるとともに、観光資源を

有する地域コミュニティが自律的に関与することで、地域経済への裨益が期待され、地域の活性

化や地域住民の生活の向上、ひいては貧困削減に貢献する可能性を有しています。そのため、エ

チオピア連邦民主共和国政府では2006年に発足した文化観光省及び各州政府内の担当局において

観光開発に取り組んでいます。 

本プロジェクトの対象地域であるシミエン国立公園は、エチオピア連邦民主共和国北部の首都

Adis Ababaからおよそ500kmの距離に位置しています。1978年世界自然遺産に登録されましたが、

公園内の人口増加及びそれに起因する農地面積の拡大により、公園内の環境破壊が進み、1996年

から現在に至るまで、危機遺産リストに登録されている状況です。エチオピア連邦民主共和国政

府は観光業を伝統的農業からの代替産業のひとつとして推進しています。 

こうした背景のなか、独立行政法人国際協力機構（JICA）はエチオピア連邦民主共和国政府か

らの要請に基づき、野生生物保護機構（ EWCA）及びアムハラ州文化観光公園開発局

（ANRS-BCTPD）を実施機関とし、広く地域住民に裨益し、地域の発展と結びついた自律的な観

光開発のための仕組みを構築することを目的とした技術協力プロジェクトを実施することとし、

2011年4月に詳細計画策定調査団を派遣したのち、2011年11月からプロジェクトを開始しました。 

今回の中間レビュー調査では、エチオピア連邦民主共和国と合同で協力開始から現在までの実

績やプロジェクト目標と成果の達成度の評価を行うとともに、プロジェクトの残りの期間の課題

及び今後の方向性について確認し、その結果を本報告書として取りまとめたものです。 

終わりに、調査にご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、心からの謝意を表すとともに、引

き続きプロジェクトの実施にあたり、ご支援、ご協力をお願い申し上げます。 

 

平成25年3月 

 

独立行政法人国際協力機構 

産業開発・公共政策部長 入柿 秀俊 
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写     真 
 

プロジェクト調整委員会（PCC） 郡文化観光事務所へのヒアリング 

ジョナ集落へ向かう調査団一行 

 

ビレッジツアーでの 

インジェラ作り体験実演 

CTMA メンバーへのヒアリング EWCA 本部での署名会  



 

 

略 語 表 
 

略 語 英 文 和 文 

ADC Austrian Development Cooperation オーストリア開発公社 

ANRS-BCTPD 
Amhara National Regional State, Bureau of 

Culture, Tourism and Parks Development 
アムハラ州文化観光公園開発局 

B to B Business to Business ビジネス間 

C/P Counterpart カウンターパート 

CTMA Community Tourism Management Association コミュニティ観光管理協会 

DMDP Destination Management and Development Plan 観光圏管理開発プラン 

DMO Destination Marketing Organization 観光圏マーケティング組織 

ETB Ethiopian Birr エチオピアブル 

EWCA Ethiopian Wildlife Conservation Authority エチオピア野生生物保護機構 

GEF Global Environment Facility 地球環境ファシリティ 

GTP Growth and Transformation Plan 成長と変容計画 

H&R WG Hotel and Restaurant Working Group 
ホテル&レストランワーキング

グループ 

JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会 

JFY Japanese Fiscal Year 日本の予算年度 

JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人国際協力機構 

JOCV Japan Overseas Cooperation Volunteers 青年海外協力隊 

MoCT Ministry of Culture and Tourism 文化観光省 

NGO Non-Governmental Organization 非政府組織 

NSE WG Natural, Social & Environment Working Group 
自然社会環境ワーキンググルー

プ 

OVI Objectively Verifiable Indicators 指 標 

PCC Project Coordinating Committee プロジェクト調整委員会 

PDM Project Design Matrix 
プロジェクト・デザイン・マトリ

ックス 

PO Plan of Operations 活動計画 

PPP Public Private Partnership 官民協働 

SGP Small Grant Programme 小規模無償援助プログラム 

SIMCOT Simien Community Tourism 
シミエン国立公園コミュニテ

ィ・ツーリズム 

SIMCOT-MDP 
Simien Community Tourism Management and 

Development Plan 
SIMCOT管理開発計画 



 

 

 

SIMCOT Project Simien Community Tourism Project 
SIMCOTプロジェクト（プロジェ

クトの通称） 

SMNP Simien Mountains National Park シミエン国立公園 

TO WG Tour Operation Working Group 
ツアーオペレーション・ワーキン

ググループ 

UNESCO 
United Nations Educational, Scientific and 

Cultural Organization 
国際連合教育科学文化機関 

VP WG Village Products Working Group 村落商品ワーキンググループ 

WG Working Group ワーキンググループ 

 



 

 

中間レビュー要約表 
 

１．案件の概要 

国名：エチオピア連邦民主共和国 案件名：シミエン国立公園及び周辺地域における官民協

働によるコミュニティ･ツーリズム開発プロジェクト 

分野：観光開発 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：産業開発・公共政策部 産

業・貿易第一課 

協力金額（評価時点）：2.04億円 

協力期間 （R/D）：2011年8月4日署名

2011年11月～2014年11月 

先方関係機関：エチオピア野生生物保護機構（EWCA）

及びアムハラ州文化観光公園開発局（ANRS-BCTPD）

日本側協力機関： 

他の関連協力： 

１－１ 協力の背景と概要 

エチオピア連邦民主共和国（以下、「エチオピア」と記す）において、観光は貴重な外貨獲得

手段であり、品目ごとの外貨収入額では、コーヒーと油糧種子に次ぐ第3位に位置する。また、

観光は、観光資源を有する地域コミュニティが自律的に関与することで、地域経済への裨益が

期待され、地域の活性化や地域住民の生活の向上、ひいては貧困削減に貢献する可能性を有し

ている。エチオピア政府もその重要性を認識し、連邦政府内に2006年に発足した文化観光省及

び各州政府内の担当局の下、観光開発を実施している。 

シミエン国立公園は、1978年に世界自然遺産に登録されているが、近年の人口増加及びその

結果としての農地拡大により、公園内の環境破壊が進み、1996年に危機遺産リストに登録され

た。このような背景から、対象地域における観光関連組織間及び地域コミュニティ間の連携を

強化し、組織間での情報共有･相互協力を行うための場を構築することにより、これまで個別に

行っていた観光推進活動を協働で実施することが可能となり、広く地域住民に裨益し、地域の

発展と結びついた自律的な観光開発が実現するような仕組みを構築するための技術協力プロジ

ェクトの実施がわが国に対し要請された。 

本プロジェクトでは、エチオピア野生生物保護機構（Ethiopian Wildlife Conservation Authority：

EWCA）及びアムハラ州文化観光公園開発局（Amhara National Regional State, Bureau of Culture, 

Tourism and Parks Development：ANRS-BCTPD）を実施機関とし、地域住民や地元の観光事業者

を巻きこみながら、対象地域であるシミエン国立公園及びその周辺地域の観光関連組織間連携

強化、マーケティング・プロモーション、観光商品に係る開発・改善能力向上に向けた取り組

みを行っている。また、本地域における官民協働の観光開発の基本構想、基本計画、行動計画

等を盛り込んだシミエン国立公園管理開発プランを策定し、本取り組みをエチオピアの他の国

立公園へ普及させることも計画している。 

今回実施の中間レビュー調査では、プロジェクトの中間点をまもなく迎えることから、エチ

オピア側と合同で本プロジェクトの目標及び成果等の達成度を分析するとともに、必要に応じ

てプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）の改訂を行い、プロ

ジェクトの残り期間の課題及び今後の方向性について確認し、合同評価報告書に取りまとめる

ことを目的に実施した。 

 

 

 

 



 

 

１－２ 協力内容 

（1）実施期間 

2011年11月21日～2014年11月20日（36カ月） 

 

（2）対象地 

シミエン国立公園及び周辺地域 

 

（3）ターゲットグループ 

民間：コミュニティ関係者（対象地域のコミュニティ、観光関連組織等） 

政府関係者：EWCA及びANRS-BCTPDの各レベルの関係職員 

 

（4）プロジェクトの枠組み 

上位目標： 

シミエン国立公園において、地域コミュニティが観光活動に参加する機会を増やすこと

を通じて、地域住民の生計が向上するとともに、コミュニティ・ツーリズムが実現する。

 

プロジェクト目標： 

世界自然遺産シミエン国立公園において、官民協働による、住民に裨益するコミュニテ

ィ・ツーリズムの仕組みが構築される。 

 

アウトプット： 

1．対象地域における観光関連組織の能力が向上するとともに、組織間連携が強化され

る。 

2．観光マーケティング・プロモーションに係る開発・改善能力が向上する 

3．観光商品に係る開発・発掘能力が向上する。 

4．SIMCOT（Simien Community Tourism：シミエン国立公園コミュニティ・ツーリズム）

管理開発計画が官民協働によって適切に策定され、他の国立公園と保護区域にモデル

として提言される。 

 

１－３ 投入（中間レビュー時点） 

日本側：総投入額 2.04億円 

専門家派遣 12名（担当分野としては、観光開発、組織間調整、観光マーケティング･プロ

モーション、エコツーリズム、ワーキンググループ活動支援、国立公園管理、業務調整

等） 

機材供与  1,229万円  ローカルコスト負担   2,090万円 

研修員受入れ 10名 

相手国側： 

カウンターパート配置 5名 プロジェクト事務所等 

その他 

 



 

 

 

２．評価調査団の概要 

調査者 日本側団員構成 

担 当 氏 名 所 属 出張期間

団 長 本間 徹 JICA産業開発・公共政策部 国際協力専門員 2/3～2/14

観光開発 浦野 義人 JICA南アフリカ事務所 企画調査員 2/3～2/14

協力企画 中山 佳奈子 JICA産業開発・公共政策部産業・貿易第一課 2/3～2/14

評価分析 辻 新一郎 日本工営株式会社 1/27～2/14

    
 

 エチオピア側評価メンバー 

氏 名 所属と役職 

Mr. Gashaw Tedla 文化観光省観光振興部 事業計画モニタリング専門員 

Mr. Zeeke Tigabe エチオピア野生生物保護機構野生生物開発保護局 部長 

Mr. Wagaw Hailu アムハラ州文化観光公園開発局 プロセス・オーナー 

  
 

調査期間 2013年1月26日～2月14日 

（官団員は2月3日～14日） 

評価種類：中間レビュー 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

プロジェクトは、カウンターパートや村落観光商品の開発を進める住民、Debark市の各種観

光関連協会の能力向上に既に大きく寄与している。日本人専門家を通じてコミュニティ・ツー

リズムの概念がエチオピアへ紹介され、住民へ直接的に裨益する観光開発の理解促進、及び実

際の取り組みの試行が行われている。また、各関係機関や組織が情報を共有し、共通の課題に

対して共同で取り組む場の構築に貢献した。 

プロジェクトでは、モデル集落における村落商品開発や、観光事業者への商品の売り込み、

コミュニティ観光管理協会（Community Tourism Management Association：CTMA）の設立・運営

などの経験を基に、コミュニティ・ツーリズムのマーケティングとプロモーションの方法論を

開発している。本調査で、モデル集落のCTMAによる生活体験プログラムの実演を視察し、彼ら

の実施能力が育成されていることを確認した。 

また、フィールド・ミュージアムの概念に関する彼らの深い理解も垣間見ることができた。

これらの経験や試行の結果は、最終的にSIMCOT管理開発計画に整理統合され、シミエン国立公

園（Simien Mountains National Park：SMNP）周辺とエチオピア国内のその他の国立公園の関係

者に広められることが期待される。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性 

妥当性は高い。プロジェクトは、国家の観光開発政策や州の重点課題と一致している。

また、日本の対エチオピア国別援助計画と整合性があるとともに、生計向上が必要な現地

のニーズに合致している。 

 

（2）有効性 

有効性は、やや高め。日本人専門家による指導と研修を通じて、プロジェクト対象地に

おけるコミュニティ・ツーリズム開発に携わる関係者の能力が向上したとともに、関係者

間の情報共有と組織間連携の場となるワーキンググループ（Working Group：WG）とプロ

ジェクト調整委員会（Project Coordinating Committee：PCC）が創設された。対象地域全体



 

 

を1つの博物館ととらえるフィールド・ミュージアムの概念を基にした観光商品（生活体験

プログラム）のモデル開発も進んでおり、これらの試みは現在策定中のSIMCOT管理開発計

画（マーケティング戦略・プロモーション計画などを含む）に取り込まれることとなって

いる。本計画完成後は、文化観光省のJICA個別専門家の支援などを通じて制度化されるこ

とが期待されている。 

 

（3）効率性 

効率性は普通であるが、プロジェクトの活動絞り込み･再調整後、改善すると予想される。

本邦研修や日本人専門家の指導により、カウンターパート（特に現場スタッフ）の業務

効率が著しく向上した。 

「サステイナブル・ツーリズム」から「コミュニティ・ツーリズム」にプロジェクト目

標を絞ったことにより、現在は立ち上げられた4つのWGのうち、2つのWGへの支援に特化

している。また、WG立ち上げ当初は幅広い関係者をWGメンバーとして巻き込んでいたが、

現在は住民に直接便益が及ぶコミュニティ・ツーリズムに活動範囲を限定し、その結果効

率性は改善されつつある。 

また、政府が本プロジェクト用の予算を十分に確保できないことから、日当なしで現場

へ行くことをいとわない特定のカウンターパートがプロジェクト活動に参加している状況

である。 

青年海外協力隊と本プロジェクトが連携することによって、公園内のマップ作成等、観

光客の受入体制を整えるためのプロジェクト活動を補強する取り組みが行われた。 

 

（4）インパクト 

一定の不透明さがあるものの、正のインパクトは高いと予想される。対象地域で（特に

対象集落内において）観光によって直接的な利益を受ける者と受けない者の間に生じる潜

在的な摩擦を適正に対処できれば、負のインパクトは軽減できる。ホテル・レストランWG

はプロジェクトが実施した研修後、調理師協会のサービスが改善され、協会の政府格付け

が向上し、政府が設定している賃金が倍以上に増額した。WGは正式な協会に発展する見込

みである。 

 

（5）持続性 

対象地域全体においてコミュニティ・ツーリズムを持続的に行うために、政策的支援や

官民協働に必要な組織的、法的、財務的仕組み〔例：観光圏マーケティング組織（DMO）1、

コミュニティ観光基金、他〕を検討している。これらは今後具体的にカウンターパートへ

提案され、将来的に正式に制度化される計画である。 

また、集落ごとにCTMAを設立し、コミュニティ自身が主体となって観光管理（観光商品

の維持管理と拡大）を行うモデルを開発しており、CTMAの財源も上述の仕組みに組み込み、

財務的持続性を担保する予定である。 

WGは、関係者が情報共有を行い、共通の課題を解決する良い場となっており、将来的に

は正式に制度化する計画である。 

 

 

                                                        
1 DMO（Destination Marketing Organization）は観光客に対して該当地域のマーケティング・プロモーションを行い、観光開発を

推進する組織。 

 



 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

空港があるGondarと、公園入口に位置するDebarkを結ぶ舗装路が整備され、オーストリア開

発公社（Austrian Development Cooperation：ADC）や世銀といったドナーが観光振興の支援を行

っており、PDMにある主要な外部条件はおおむね満たされている。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

カウンターパート組織は、職員不足と職員のための旅費や日当宿泊費の予算不足に直面して

いる。特に遠隔4郡（Beyeda、Janamora、Adiarkay、Telemt）における関係者がプロジェクトへ関

与するにあたり、交通手段が乏しいことが障害となっている。また、観光のマーケティングと

プロモーションに必要な基礎的な情報が少なく、専門家チームは計画よりも情報収集に時間を

要した。 

 

３－５ 結 論 

プロジェクト目標は、おおむね達成されることが予想される。現在試行されているコミュニ

ティ・ツーリズムの方法論が確立し、その実行可能性が検証されれば、エチオピアやその他の

国における振興モデルとなるであろう。また、プロジェクト開始当初、プロジェクトの対象範

囲を幅広く設定したため、限られたリソースが多くの活動に分散されたものの、現在は、コミ

ュニティ･ツーリズムに直接的に関連のある活動に絞られつつあり、今後「効率性」は向上する

ことが期待される。 

 

３－６ 提 言 

（1）主要活動ごと対象地域・対象者の整理 

プロジェクトはさまざまな活動を異なる対象範囲で実施しており、関係者の間で必ずし

も共通認識が得られていなかった。そのため、調査団は主要なプロジェクト活動ごとに対

象地域と対象者を整理し、今後の方針を提言した。 

 

（2）プロジェクトの持続性の担保 

コミュニティ自身が観光活動の運営・管理を持続的に行う仕組みとして、集落レベルの

CTMA、及びSMNP全体の運営管理を担う観光圏マーケティング組織（DMO）とコミュニテ

ィ観光基金の設立が検討されている。今後、カウンターパートや観光事業者などの関係者

の協力を得つつ、アイデアの具体化を行うことが重要。 

 

（3）多様なステークホルダーの巻き込み 

村落観光商品の開発において、早い段階から観光業者や観光客に対して広報を行うこと

が重要である。多くのステークホルダーの意見を参考に商品を改善するとともに、コミュ

ニティへ実際に観光客を呼ぶなどの活動を試験的に行い、コミュニティが実際に収入を上

げることで、住民の熱意を維持・後押しすることが必要。また、SIMCOT管理開発計画の策

定や、DMO・コミュニティ観光基金の設立にも、早い段階から関係者を巻き込み、アイデ

アや意向を取り込むことが重要。 

 

（4）ドナー機関や政府事業との情報共有 

SMNPやエチオピアのその他の地域で、連邦・州政府やドナー組織はさまざまな観光事業

を実施しているため、情報交換をより積極的に実施することが望まれる。例えばADCと、

GondarレベルだけではなくAddis Ababaレベルでも情報交換を行うことも必要。国連開発計

画（UNDP）が実施している小規模無償援助プログラム（Small Grant Programme：SGP）は、



 

 

SMNPを優先地域の1つに指定している。SIMCOTプロジェクトのコミュニティの活動に対

する追加資金を得るために、SGPの活用を検討することも一案である。 

 

（5）効果的・効率的なプロジェクト進捗管理のためのPDMとPOの活用 

プロジェクト活動を計画どおりに実施し、プロジェクト期間内に目的を達成するために、

PDMと活動計画（Plan of Operations：PO）を有効に活用してプロジェクト管理を行うこと

が重要。 

 

（6）人材の効率的活用 

マーケット戦略とプロモーション計画の策定などを含め、当初計画より遅れが生じてい

る活動があることから、より効率的に人材を活用してこれらの活動を推進する必要がある。

日本人専門家の残りの人月が限られていることから、主要専門家が業務を完了できる人月

を確保できるように要員配置計画を再考することが望まれる。 

本プロジェクト開始から現在までの間にプロジェクトとともに活動を推進してきたカウ

ンターパートの能力は向上し、その結果活動が効果的に実施されている。カウンターパー

ト組織は、プロジェクト期間内のカウンターパートの異動が最小限になるような工夫が必

要である。 

 

（7）プロジェクトの広報 

ポスターや看板、横断幕、パンフレット、ウェブサイトなどを活用して、一般市民や政

策決定者に対して、プロジェクト活動の広報を実施することが重要。それにより、プロジ

ェクトに従事するカウンターパートのモチベーションが上がるとともに、プロジェクトに

対して広く関係者の理解を得ることができ、プロジェクトの円滑な実施につながると考え

られる。 
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第１章 調査の概要 
 

１－１ 中間レビューの目的 

（1）計画に対するプロジェクトの活動と成果、実施過程、プロジェクト管理などの達成状況の

検証 

（2）JICAの評価ガイドラインにのっとった、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、

持続性）に関するプロジェクト評価の実施 

（3）評価結果に基づき、残りのプロジェクト期間及びプロジェクト終了後の対策に関する提言 

（4）（必要に応じて）プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）と活動計画（PO）の改訂

に関する協議 

    

今回の中間レビューは、2012年6月4日の第2回合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）

で承認された改訂PDMを基に実施された。 

 

１－２ 中間レビュー調査団員 

（1）日本側 

担 当 氏 名 所 属 出張期間

団 長 本間 徹 JICA産業開発・公共政策部 国際協力専門員 2/3～2/14 

観光開発 浦野 義人 JICA南アフリカ事務所 企画調査員 2/3～2/14 

協力企画 中山 佳奈子 JICA産業開発・公共政策部産業・貿易第一課 職員 2/3～2/14 

評価分析 辻 新一郎 日本工営株式会社 副参事 1/26～2/14

 

（2）エチオピア側 

氏 名 所 属 役 職 

Mr. Gashaw Tedla 文化観光省観光振興部 事業計画モニタリング専門員

Mr. Zeleke Tigabe エチオピア野生生物保護機構野生生物開発

保護局 

部 長 

Mr. Wagaw Hailu アムハラ州文化観光公園開発局 プロセス・オーナー 
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１－３ 調査日程 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Evaluation Analysis
Mr. Homma Mr. Urano Ms. Nakayama Mr.Shinichiro Tsuji

26-Jan Leave Narita

27-Jan
13:30 Arrive at Addis Ababa
16:00 Briefing (by Ms. Oikawa)

28-Jan

JICA Ethiopia Office
Mr. Zeleke,  EWCA
Mr. Senidu, World Bank
Mr. Tesfaye, Ibex College

29-Jan

Leave for Bihir dar(ET 2124)
Mr. Negash & Mr. Kassahun, ANRS-CTPD
Mr. Nuru,Smart Hotel Tourism & Consultancy @Technical & Vocational Bureau adjcent to
Amhara Education Bureau at 3rd floor, office no 316
Leave for Gondar (2.5hours)
Mr. Shimomura and Ms. Ito, Project Experts @Taye Hotel

30-Jan
Mr. Shemels,Asnaqew & Kassie, North Gondar Zone Culture and Tourism Office
Mr. Bereket, ADC
Dr. Endalkachew & Mr. Molalign,  Gondar University

31-Jan

Mr.Mulualem, Mulu tour and travel company @Project Gondar office
Mr.Bedasa,DJ tour and travel company @Project Gondar office
(Mr. Fekadu, JICA Joins)
Leave for Debark

1-Feb
Mr. Abera, Mr. Kedir and other members of Tour Operator WG @Park Office
Mr. Habtamu, Mr. Asmechewu and other members of Hotel and Restaurant WG @Park Office

2-Feb 22:00 Leave Narita

3-Feb
8:30 Leave Abidjan
20:20 Arrive Addis
(ET926)

14:20 Leave JNB
20:50 Arrive Addis
(ET808)

13:30 Arrive Addis
(ET723)

4-Feb

9:00
11:00
14:00
15:00
16:30

Leave for Gondar

5:15
7:15
9:00
10:30

Documentation

14:30
16:00
8:00
10:30
14:00
16:00

7-Feb
9:00
14:00
16:00

8-Feb
AM
PM

9-Feb
AM
14:00

10-Feb

11-Feb
11:00
14:00

12-Feb
10:30
14:00
16:00

13-Feb
9:30 Leave Addis Ababa
14:35 Arrive Lusaka

8:50 Leave Addis
13:30 Arrive JNB

14-Feb 17:20 Arrive Narita　

Move to Bahir Dar (5h)
M/M discussion with ANRS-BCTPD and EWCA

Draft Mid-term review report
Discussion with ANRS-BCTPD

JCC (Signing of MM with ANRS-BCTPD)
Leave Bahir Dar

Signing of MM with EWCA
Report to JICA Ethiopia Office

Mr. Yirdaw and Mr. Tamene, Hearings from Debark culture and tourism office
Mr. Maru,  Mr. Azanaw and  Mr. Sisay , EWCA Park Office

Project Coordinating Committee(PCC)
Discussion with the Project experts

Hearing from JICA Volunteers
Visit Simien Mountains National Park (Tour and interview)

Visit Argin and Jona sub-kebeles (Interview and confirm  village tourism product)

Mr. Yirdaw and Mr. Tamene, Hearings from Debark culture and tourism office
Mr. Maru,  Mr. Azanaw and  Mr. Sisay , EWCA Park Office
Hearings from participants in trainings, not included WG members
(1-3 participants for each training)
・Excursion to community tourism advanced area (Bahir Dar and Lalibela)
・Guide training
・Cooking Practical Training
・Practical training for hotel and restaurant employees
Meeting with Project Experts

5-Feb

Leave for Bihir dar
Mr. Wagaw, ANRS-BCTPD
Leave for Gondar

Mr. Kassie & Shemeles, North Gondar Zone C & T Office
Internal meeting

16:00 Leave Addis

Move from Gondar to Debark (2h)  (Visit Kosoye, Wunania)
6-Feb

Date

Meeting at JICA Ethiopia Office
Mr. Zeleke, M/M discussion with EWCA
Ms. Tadelech, State Minister of MoCT
Meeting with Mr. Girma and  Ms. Tanaka of MoCT
SGP (Mr. Zeleke)

JICA HQ
Time



 

－3－ 

１－４ 評価手法 

調査団により、評価目的と目的ごとの情報収集方法を記載した「評価グリッド」（付属資料２）

が作成された。それを基に、プロジェクトの専門家チームや各関係者に対するヒアリングや事業

活動の視察などを実施し、評価に必要な情報を収集した。収集情報を分析し、プロジェクト実績

の達成状況と実施プロセスの検証や、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）

を基にした評価を行った。さらに、評価結果を基に提言の共有を行った。JICA評価ガイドライン

による評価5項目の説明は以下のとおり。 

 

評価5項目 説  明 

妥当性 開発援助と、ターゲットグループ・相手国・ドナーの優先度並びに政策・方針と

の整合性の度合い。 

有効性 開発援助の目標の達成度合いを測る尺度。 

効率性 インプットに対する成果（定性並びに定量的）を計測する。開発援助が期待され

る結果を達成するために最もコストのかからない資源を使っていることを示す経

済用語。最も効率的なプロセスが採用されたかを確認するため、通常、他のアプ

ローチとの比較を必要とする。 

インパクト 開発援助によって直接または間接的に、意図的または意図せずに生じる、正・負

の変化。開発援助が、地域社会・経済・環境並びにその他の開発の指標にもたら

す主要な影響や効果を含む。 

持続性 ドナーによる支援が終了しても、開発援助による便益が継続するかを測る。開発

援助は、環境面でも財政面でも持続可能でなければならない。 

 

１－５ プロジェクトの概要 

「エチオピア連邦民主共和国シミエン国立公園及び周辺地域における官民協働によるコミュニ

ティ・ツーリズム開発プロジェクト」（以下「プロジェクト」）は2011年11月21日に3年間の予定で

開始された。PDM（付属資料１）によると、プロジェクト概要は以下のとおり。 

 

（1）上位目標 

シミエン国立公園において、地域コミュニティが観光活動に参加する機会を増やすことを

通じて、地域住民の生計が向上するとともに、コミュニティ・ツーリズムが実現する。 

 

（2）プロジェクト目標 

世界自然遺産シミエン国立公園において、官民協働による、住民に裨益するコミュニティ・

ツーリズムの仕組みが構築される。 

 

（3）アウトプット 

1．対象地域における観光関連組織の能力が向上するとともに、組織間連携が強化される。 

2．観光マーケティング・プロモーションに係る開発・改善能力が向上する。 

3．観光商品に係る開発・発掘能力が向上する。 

4．SIMCOT（シミエン国立公園コミュニティ・ツーリズム）管理開発計画が官民協働によっ

て適切に策定され、他の国立公園と保護区域にモデルとして提言される。 
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第２章 プロジェクト実績の達成状況 
 

本章では、PDMにある指標に関連するプロジェクト実績の達成状況を記載した。また、今回の

中間レビュー調査の結果を基に、調査団によってPDMの再改訂に関する提言がなされた。提言さ

れた改訂PDMは、現地調査期間中に開催されたJCCで正式に承認された。 

 

２－１ 投入の実績 

日本側・エチオピア側のプロジェクト投入は以下のとおり。 

    

投 入 投入に関する調査結果 付属資料 

日本人専門家 専門家の投入はおおむね予定どおり実施されたが、副総括が

交代となり、2年次から新たに3つのポジションが追加された。 

付属資料１

のAnnex 4 

エチオピア側カウ

ンターパート 

プロジェクト開始から5名のカウンターパートが配置されたが、

異動等のため4名が既に交代している。プロジェクト・ディレク

ター〔エチオピア野生生物保護機構（EWCA）長官〕が2012年に

交代し、副プロジェクト・ディレクター〔アムハラ州文化観光公

園開発局（ANRS-BCTPD）長〕は現在空席となっている。5名の

正式なカウンターパート以外にも、現場レベルで実質的なプロジ

ェクト活動に協力しているカウンターパートが存在する。 

付属資料１

のAnnex 5 

日本側の供与機材 ファクシミリと発電機を除き、供与機材は適正に活用されて

維持・管理されている。 

付属資料１

のAnnex 6 

エチオピア側の便

宜供与 

プロジェクト開始当初より、北Gondar県とDebark郡において

適正な事務所が提供され、電気代などがエチオピア側で負担

されている。 

 

日本側のローカル

コスト負担 

およそ2,090万円が支出された。  

本邦研修 10名のカウンターパート・プロジェクト関係者が本邦研修に

参加し、そのうち9名が現在も当時の役職にとどまっており、

うち8名がプロジェクトの業務にかかわっている。 

付属資料１

のAnnex 8 

エチオピア側のロ

ーカルコスト負担 

Debark郡を除く関係4郡（Beyeda、anamora、Adiarkay、Telemt）

の関係政府職員の旅費などを除き、カウンターパートと関係

政府職員の費用をエチオピア側が負担している。 

 

そ の 他 の リ ソ ー

ス・投入 

4名の青年海外協力隊員が、手工芸などの観光商品開発やマー

ケティング、GIS地図作成などの分野でプロジェクトに協力

している。 

 

 

２－２ 活動の実績 

POと作業工程表にプロジェクト活動とそのスケジュールが記述されており、おおむね計画どお

りに活動が実施されているが、下記の遅延がみられた。 

- 観光に関する既存のデータが現地で不足していたため、「マーケティング戦略とプロモーシ

ョン計画」の最終化が遅れている。 

- 上記の戦略と計画の策定が遅延したため、ウェブサイトやパンフレット、小冊子、案内板

などの観光プロモーション資料の開発が遅れている。 
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- 上記の戦略と計画の策定が遅延したため、「SIMCOT管理開発計画」の最終化が遅れている。 

また、現在のPOはプロジェクトが開始する前の2011年4月の詳細計画調査時に作成され、PDM

は2012年に改訂されたが、POは改訂されておらず、プロジェクト活動は毎年度作成されるプロジ

ェクト計画書にある作業工程表を基に実施されている。調査団は、POの改訂に関して以下を提言

し、プロジェクト側は提言を基に改訂の準備を開始する予定である。 

- 改訂PDMにある活動とPOの活動を統一する。 

- POと各種報告書にある用語を統一する。 

- 一部の活動スケジュールは既に変更となっており、プロジェクトの実態にPOを合わせる。 

- セミナーや研修に関する活動1-3を、活動の種類や目的ごとに小活動に分割・詳細化する。 

- 観光商品開発に関する活動3-3を小活動に分割し、進捗管理を容易にする。 

 

２－３ 成果の達成状況 

２－３－１ 成果1の達成度 

成果1： 

対象地域における観光関連組織の能力が向上するとともに、組織間連携が強化される。 

 

指 標 実 績 

1-1 ワーキンググル

ープごとの年間計画

に従い、各ワーキン

ググループ自らが主

体となって会議が開

催される。 

・観光関連の協会等をメンバーとする4つのワーキンググループ（WG）

（ツアーオペレーションWG、ホテル&レストランWG、村落商品WG、

自然社会環境WG）をプロジェクトの活動として結成した。そのうち2

つは定期的に会合と研修を行い（ツアーオペレーションWGの会合4

回・研修3回、ホテル&レストランWGの会合3回・研修4回）、課題の

洗い出しや研修の準備を行っている。2012年にPDMを改訂し、広義の

「サステイナブル・ツーリズム」から「コミュニティ・ツーリズム」

にプロジェクトの焦点を絞ることとなったため、現在は前2つのWGへ

の支援に特化している。 

・上述の方針変更を受け、ツアーオペレーションWGの目的もフォーカ

スされ、トレッキング資機材協会やレンタカー協会、観光安全協会、

エコツーリズム協会などのWGメンバーへはプロジェクトから直接研

修を行っていない。 

1-2 「ワーキンググル

ープごとの年間活動

自己評価」及び「ワ

ーキンググループが

開催するトレーニン

グにおける参加者の

研修評価」が5点満点

で4.0以上である。 

・2013年1月に実施されたWG年間活動自己評価によると、ツアーオペレ

ーションWGが5点満点で2.49、ホテル&レストランWGが4.04であっ

た。ヒアリング結果によると、WGが情報交換の場や共通の課題を協

働で取り組む場としては有用と認識されている。一方で、WGメンバ

ーの一部に研修が実施されていないことに対して不満を募らせてい

るためツアーオペレーションWGの自己評価が低いことが判明した。

・WGが開催した研修は付属資料１ Annex 7を参照。各種研修報告書に

よると、研修参加者はプロジェクトの研修活動におおむね満足してい

る。ヒアリング調査では、研修参加者がホテル・レストラン経営や効

果的な接客、もてなし、衛生管理などに関する新たなアイデアや知識、

技術を得たことが確認され、現場視察では、研修成果が実際に活用さ

れていることが確認された。研修の結果、調理師協会のサービスの質

向上が政府に認められ、政府が規定する協会の最低賃金が120ブルか

ら250ブルに引き上げられた。 
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指 標 実 績 

（ そ の 他 の 関 連 実

績） 

・日本人専門家の日常的な指導や本邦研修を通じて、一部のカウンター

パートの業務姿勢に著しい向上がみられ、積極的にプロジェクト活動

に参加するようになった。 

・プロジェクト調整委員会（PCC）の会合時に、日本人専門家が観光マ

ーケティングとプロモーションなどに関する講義を行い、カウンター

パートの能力強化を行った。 

・PCC設立と会合を通じて、各関係者間の情報交換と協働による課題解

決・意思決定の場が構築された。 

・他ドナー〔オーストリア開発公社（ADC）〕との情報交換がプログラ

ム事務所レベルで行われた。 

・プロジェクトを通じて「コミュニティ・ツーリズム」の概念が紹介さ

れた結果、カウンターパートは将来EWCA独自の政策であるシミエン

国立公園（SMNP）総合管理計画に反映する意向を示している。 

 

プロジェクトの成果に対して進捗を適切に管理し成果を評価するために、成果1の「指標」を

下記のとおり改訂することを提言した。 

現在の指標 改訂指標 改訂理由 

1-1 ワーキンググループご

との年間計画に従い、各ワー

キンググループ自らが主体

となって会議が開催される。 

1-1 ワーキンググループが立ち

上げられ、既存の組織制度への

統合が提案される。（情報入手手

段：関連する政府回状・行政令）

プロジェクトの焦点はコミュニ

ティ・ツーリズムに絞られ、各

WGの会合開催の重要性が軽減

した。一方、情報交換と協働に

よる課題解決の場としてのWG

の制度化が重要となっている。

1-2 「ワーキンググループご

との年間活動自己評価」及び

「ワーキンググループが開

催するトレーニングにおけ

る参加者の研修評価」が5点

満点で4.0以上である。 

1-2 「ワーキンググループが開

催するトレーニングにおける参

加者の研修評価」が5点満点で

4.0以上である。 

元の指標の前半部分は上記の新

たな指標1-1に統合された。 

- 1-3 取り組んだ主要なプロジェ

クト成果（SIMCOT管理開発計

画など）を各レベルのカウンタ

ーパートがワークショップや会

合で発表できる。（情報入手手

段：ワークショップ・会合報告

書） 

カウンターパートの能力強化は

プロジェクトの重要な成果であ

り、その指標が新たに必要。 

- 1-4 適正な定数で予定どおりプ

ロジェクト調整委員会が開催さ

れる。（情報入手手段：PCCの議

事録） 

組織間連携の強化の指標とし

て、PCCの機能に関する追加の

指標が必要。 
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２－３－２ 成果2の達成度 

成果2： 

観光マーケティング・プロモーションに係る開発・改善能力が向上する。 

 

指 標 実 績 

2-1 2012年中に PCC

によりシミエン国立

公園のマーケティン

グ分析を通じたマー

ケティング・プロモ

ーション戦略・計画

が策定される。 

・マーケティング戦略とプロモーション計画は、現在ドラフトが準備さ

れており、2013年4月末までに最終化される。カウンターパートは日

本人専門家とともに戦略と計画の策定に必要なデータを収集すると

ともに、JCCとPCCでの協議を通じて、北Gondar県とDebark郡の主要

なカウンターパートがドラフトの戦略と計画にコメントを行った。 

2-2 プロジェクト終

了時に関連ツアーオ

ペ レ ー タ ー の 50 ％

が、観光圏管理開発

プランのツアーオペ

レーション方針を理

解している。 

・プロジェクトの実施した意見交換会やその他の交流を通じて、Addis 

AbabaやGondarの関連旅行業者との関係が築かれた。今後、関係を築

いた旅行業者に対して観光圏開発プラン（現SIMCOT管理開発計画）

の理解促進を促す活動を開始する。 

（ そ の 他 の 関 連 実

績） 

・観光資源調査、市場調査、観光客調査などを実施し、SMNPに関する

当該情報を収集した。これらの調査は、日本人専門家と北Gondar県と

Debark郡のカウンターパートと合同で行われ、調査手法に関する技術

移転がなされた。 

・SMNPの村落観光商品の広報のため、2012年12月にAddis Ababaで関連

旅行会社を含む観光関連協会のメンバーとともに意見交換会を実施

した。 

・Debark市内のホテル・レストランのオーナーやマネジャーを対象とし

た観光地視察研修を実施した。また、ホテル・レストラン従業員に対

してサービスやもてなし、調理、衛生などに関する研修も実施した。

ヒアリング調査では、研修後にサービスの質が顕著に向上したことが

確認された。 

 

 成果2の指標に関して下記の改訂を提言した。 

現在の指標 改訂指標 改訂理由 

2-1 2012年中にPCCによりシ

ミエン国立公園のマーケテ

ィング分析を通じたマーケ

ティング・プロモーション戦

略・計画が策定される。 

2-1 マーケティングとプロモー

ションに関する必要な調査が実

施され、シミエン国立公園のマ

ーケティング分析を通じたマー

ケティング戦略とプロモーショ

ン計画が策定される。（情報入手

手段：調査報告書と作成された

戦略・計画） 

プロジェクトでは重要な調査を

実施しており、これらを正当に

評価できる指標が必要。 

2-2 プロジェクト終了時に

関連ツアーオペレーターの

50％が、観光圏管理開発プラ

2-2 シミエン国立公園に関する

商品を取り扱っているGondarと

Addis Ababaのツアーオペレー

「方針を理解している」が客観

的に評価できるようにするべき

である。また、「関連ツアーオペ
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現在の指標 改訂指標 改訂理由 

ンのツアーオペレーション

方針を理解している。 

ターとDebarkのホテル・レスト

ランオーナーとマネジャーの少

なくとも50％が、マーケティン

グとプロモーションに関するセ

ミナーに参加する。（情報入手手

段：セミナー報告書） 

レーター」を特定する必要があ

る。 

- 2-3 観光に関するデータ収集が

継続されている（情報入手手

段：収集されたデータ） 

プロジェクトでは観光マーケテ

ィングとプロモーションに必要

なデータが継続的に収集される

仕組みの構築を支援しており、

その指標が必要。 

 

２－３－３ 成果3の達成度 

成果3： 

観光商品に係る開発・発掘能力が向上する。 

 

指 標 実 績 

3-1 2014年のシミエ

ン国立公園の期間入

場者の 5％が新規開

発された商品（主と

して村落観光プログ

ラム）を購入する。 

・プロジェクトにより「フィールド・ミュージアム」の概念が普及し、

コーヒー・セレモニーやインジェラ調理体験、地ビール醸造体験など

の村落生活体験プログラムがArgin Jona村の3つの集落で開発されて

おり、近い将来完成する予定である。集落内には観光客を迎え入れる

ためのサテライト・センターのサイトが選定され、設計やコストの見

積もり、住民負担に関する住民総意の取りまとめなどの準備が最終段

階となっている。2013年9月以降、村落観光商品の本格的な宣伝・販

売が開始される予定である。 

3-2 プロジェクト終

了時に関連ツアーオ

ペ レ ー タ ー の 50 ％

が、観光圏管理開発

プランによる新規開

発商品の内容を理解

している。 

・現在観光商品の開発が進んでおり、ツアーオペレーターへの宣伝・販

売は開発後に実施される予定。現時点では、意見交換会やその他の交

流を通じて、Addis AbabaやGondarの関連旅行業者との関係が築かれつ

つある段階である。 

（ そ の 他 の 関 連 実

績） 

・観光資源調査や観光客調査などを実施し、調査結果を村落観光商品開

発のアイデアや知見として活用している。 

・生活体験プログラムを開発しているモデル集落の住民に対して、調理

や衛生、もてなし、コミュニケーションなどに関する技術指導が行わ

れている。 

・日本人専門家及びカウンターパートの協力の下、対象集落において村

落開発を主体的に運営するコミュニティ観光管理協会（CTMA）メン

バーが選出された。CTMAメンバーの会合は既に数回行われ、商品開

発に関する話し合いがなされた。CTMAが主体となって生活体験プロ

グラムの開発が進められており、コミュニティ・ツーリズム実現に向

けた住民の意識・能力が向上した。 
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指 標 実 績 

・調査団はモデル集落を訪問し、プロジェクトが開発した生活体験プロ

グラムに参加した。集落住民によるプログラムの実演によりプログラ

ム開発の実施が着実に進んでいることが示された。また、CTMAメン

バーへのヒアリングによってメンバーがフィールド・ミュージアムの

概念を深く理解していることが確認された。 

 

 成果3の指標に関して下記の改訂を提言した。 

現在の指標 改訂指標 改訂理由 

3-1 2014年のシミエン国立公

園の期間入場者の5％が新規

開発された商品（主として村

落観光プログラム）を購入す

る。 

（削除） この指標の評価に必要なデータ

収集に労力がかかりすぎると予

想され、達成も困難と思われる。

- 3-1 それぞれのモデル集落にお

いてCTMAが正式に設立され

る。（情報入手手段：承認された

定款） 

CTMAの能力向上は村落観光商

品開発の方法論・モデルの重要

な要素となっており、それに対

する指標が必要。 

3-2 プロジェクト終了時に

関連ツアーオペレーターの

50％が、観光圏管理開発プラ

ンによる新規開発商品の内

容を理解している。 

3-2 シミエン国立公園に関する

商品を取り扱っているGondarと

Addis Ababaのツアーオペレー

ターの少なくとも50％が、新規

観光商品の内容を理解してい

る。 

「関連ツアーオペレーター」を

特定する必要がある。 

- 3-3 村落観光商品開発の過程と

方法論が資料に整理統合され、

それらをモデルとして普及する

ワークショップにシミエン国立

公園とその近辺の利害関係者が

少なくとも50名参加する。（情報

入手手段：方法論に関する資料

とワークショップの報告書・出

席簿） 

プロジェクトは新規観光商品開

発の方法論の確立に取り組んで

おり、それを正当に評価する指

標が必要。 

 

２－３－４ 成果4の達成度 

成果4： 

SIMCOT管理開発計画が官民協働によって適切に策定され、他の国立公園と保護区域にモデル

として提言される。 

 

当初、成果4は「観光圏管理開発プランが官民協働によって適切に策定され、他の国立公園と

保護区域にモデルとして提言される」であったが、「観光圏管理開発プラン」を「SIMCOT管理

開発計画」と改名したので、成果の表現も変更することとなった。 
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指 標 実 績 

4-1 PCC委員とワー

キンググループ委員

が観光圏管理開発プ

ラン案の作成に十分

関与したと考える。 

・SIMCOT管理開発計画の枠組みはJCCとPCCの会合で協議されている段

階であり、今後、WG及びPCC委員の現場レベルの活動（トライアル）

が観光圏管理開発プラン（現SIMCOT管理開発プラン）に反映される

予定である。 

4-2 観光圏管理開発

プランを紹介するた

めの全国レベルのワ

ークショップが複数

回開催され、参加者

からのモデルとして

の評価が 5点満点で

4.0以上である。 

・SIMCOT管理開発計画が最終化されたあと、全国レベルのワークショ

ップを開催し、計画を他地域へ広める広報活動を行う予定。全国レべ

ルでの広報の方法について、連邦政府の文化観光省に派遣されている

JICA個別専門家との協議も始まっている。 

（ そ の 他 の 関 連 実

績） 

・生活体験プログラム開発後、プロモーション活動が試行される。商品

の価格や観光業者の関与のしかた、観光業者への支払い方法、連絡手

段などが検討され、本試みを通じて観光商品の開発とマーケティン

グ・プロモーションの方法論が確立される。プロモーション活動は雨

期後の2013年9月から開始する予定である。 

 

成果4の指標に関して下記の改訂を提言した。 

現在の指標 改訂指標 改訂理由 

4-1 PCC委員とワーキンググ

ループ委員が観光圏管理開

発プラン案の作成に十分関

与したと考える。 

4-1 少なくとも80％のPCC委員

がSIMCOT管理開発計画案の作

成に十分関与したと考える。 

「考える」の基準が指標に必要。

- 4-2 B to B（Business to Business：

ビジネス間）プロモーション試

行 の 経 験 が 方 法 論 と し て

SIMCOT管理開発計画に整理統

合され、全国・州レベルのワー

クショップで共有され、少なく

とも関連する3つの郡と1市に対

して広報される。（情報入手手

段：B to Bプロモーション試行

に関する報告書とワークショッ

プ報告書） 

プロジェクトはB to Bプロモー

ション試行を実施する予定で、

その成果を正当に評価する追加

の指標が必要。 

4-2 観光圏管理開発プラン

を紹介するための全国レベ

ルのワークショップが複数

回開催され、参加者からのモ

デルとしての評価が5点満点

で4.0以上である。 

4-3 SIMCOT管理開発計画の紹

介ワークショップが他の国立公

園と保護区域の関係者や政策決

定者とともに少なくとも1回以

上開催される。（情報入手手段：

ワークショップ報告書） 

「要約」に「他の国立公園と保

護区域に」とあるので、指標に

それが含まれている必要があ

る。 
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２－４ プロジェクト目標の達成見込み 

プロジェクト目標： 

世界自然遺産シミエン国立公園において、官民協働による、住民に裨益するコミュニティ・ツ

ーリズムの仕組みが構築される。 

 

指 標 実 績 

1. 両カウンターパー

ト機関関係者がコミ

ュニティ・ツーリズム

の実施・運営を担う組

織に対する政策的支

援の必要性を説明で

きる。 

・カウンターパートへのヒアリング調査では、現地の各種観光関連協会

と住民の能力向上の重要性、及びそれにおける政府の役割の重要性が

強調された。同時に、政府が公共サービスを提供するには人材と予算

が不足しており、民間セクターとの連携の重要性も指摘された。 

・プロジェクトは、一部のカウンターパートと助成金制度や観光業規制

などの政策的支援のアイデアについて検討している。具体的なアイデ

アは残りのプロジェクト期間で具体化される。 

2. 対象の5ワレダと1

タウンの首長が観光

圏管理開発プランの

管理開発方針に合意

する。 

・SIMCOT管理開発計画を最終化したのちに、5ワレダに対して広報活動

を行う予定である。 

3. 対象モデル地域4

村で観光活動に参加

す る 住 民 が 現 在 の

1,400人から20％増加

する。 

・Argin Jona村の3つのモデル集落の住民が、フィールド・ミュージアム

の概念の具現化と村落観光商品の開発のための研修活動に参加してい

る。 

（その他の関連実績） ・カウンターパートとの協議と協働を通じて、JICA専門家によってマー

ケティングとプロモーション、ツアーオペレーション、資金運用など

に関する指針が作成された。 

・DMO1とコミュニティ観光基金の設立に関する協議が、日本人専門家と

カウンターパートの間で開始された。 

 

プロジェクト目標の指標に関して下記の改訂を提言した。 

現在の指標 改訂指標 改訂理由 

- 1. 既存の制度体系への主流化

と統合を考慮してPCCとワーキ

ンググループを発展させて、コ

ミュニティ・ツーリズム振興の

ための一種のDMOと基金の設

立が提言され、必要な法制度の

整備が提案される。（情報入手手

段：提言と政策素案） 

プロジェクトで設立された各種

の組織機構を、発展的で持続的

な行政制度に移行することが計

画されている。それを正当に評

価するための追加の指標が必

要。 

  

 

 

                                                        
1 DMO（Destination Marketing Organization）は観光客に対して該当地域のマーケティング・プロモーションを行い、観光開発を

推進する組織。 
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現在の指標 改訂指標 改訂理由 

1. 両カウンターパート機関

関係者がコミュニティ・ツー

リズムの実施・運営を担う組

織に対する政策的支援の必

要性を説明できる。 

2. コミュニティ・ツーリズムの

実施とプロモーションのための

実行可能な政策的支援がプロジ

ェクト経験を基にSIMCOT管理

開発計画で示される。（情報入手

手段：SIMCOT管理開発計画）

「説明できる」の基準が必要。

2. 対象の5ワレダと1タウン

の首長が観光圏管理開発プ

ランの管理開発方針に合意

する。 

3. SIMCOT管理開発計画にある

提案と計画を基に、コミュニテ

ィ・ツーリズム振興と官民協働

に関する条例や政策策定に関す

る協議が少なくとも関連する3

つの郡と1市で開催される。（情

報入手手段：協議議事録） 

「合意する」の基準が必要。 

3. 対象モデル地域4村で観光

活動に参加する住民が現在

の1,400人から20％増加する。 

（削除） プロジェクト目標にある「仕組

みの構築」と参加住民の増加の

間の論理的つながりが不明確。

 

２－５ 上位目標の達成見込み 

上位目標： 

シミエン国立公園において、地域コミュニティが観光活動に参加する機会を増やすことを通じ

て、地域住民の生計が向上するとともに、コミュニティ・ツーリズムが実現する。 

 

指 標 プロジェクト終了後数年内の達成見込み 

1. 地域コミュニティ

の観光活動への参加

者が現在の4,200人か

ら50％増加する。 

・コミュニティ・ツーリズムという村落が直接便益を得られる概念と方

法論を住民に紹介したことで、生計向上手段としての観光業の潜在性

を地域住民が実感することとなった。GondarからSMNPへ向かう道路の

舗装やエチオピアの政治・外交的な安定化により、SMNPへの観光客は

継続的に増加しているが、現在多くの観光客は村落に立ち寄ることな

くトレッキングなどを行っている。生活体験プログラムを通じて観光

客がより多くの時間を村落で過ごし、支出することが想定され、住民

の生計向上に寄与することが期待される。 

2. コミュニティ・ツ

ーリズムを実践・運用

する官民協働のシス

テムが稼働している。 

・さまざまな観光関係者が集まるWGやPCCの設立、各種ワークショップ、

情報交換会などの開催により、関係者が意見交換を行う機会をプロジ

ェクトが提供した。本取り組みは、今後SIMCOT管理開発計画やその他

の重要政策の策定を通じて、官民協働の制度・枠組みとして発展する

予定である。 

・フィールド・ミュージアムの概念を基に対象集落でのプログラムの開

発・実施が民間企業や政府、コミュニティの共同での投資によって試

行されている。本取り組みが、今後官民協働のモデルとなる予定。 

3. 地域への観光収入

の一部が観光圏管理

に使われる補助金あ

るいは基金のような

仕組みができる。 

・DMOやコミュニティ観光基金の設立が日本人専門家とカウンターパー

トの間で協議されている。今後更に検討を重ね、DMOや基金に関する

アイデアが明確化されたうえで仕組みが構築される。 
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上位目標の指標に関して下記の改訂を提言した。 

現在の指標 改訂指標 改訂理由 

1. 地域コミュニティの観光

活動への参加者が現在の

4,200人から50％増加する。 

1. 地域コミュニティの観光活

動への参加者が現在の4,200人

から少なくとも50％増加する。

「少なくとも」を追記して、指

標の意味を明確にすることが必

要。 

2. コミュニティ・ツーリズム

を実践・運用する官民協働の

システムが稼働している。 

2. プロジェクトで構築したコ

ミュニティ・ツーリズムの仕組

みが官民協働を通じて継続して

いる。 

指標にある「システム」がPDM

の脚注で説明されているが、脚

注をPDMの枠内に統合する必要

がある。 

3. 地域への観光収入の一部

が観光圏管理に使われる補

助金あるいは基金のような

仕組みができる。 

3. 地域の観光収入の一部がコ

ミュニティ・ツーリズム管理に

使われるコミュニティ観光基金

ができる。 

コミュニティ・ツーリズムのた

めの「基金」と特定する必要が

ある。 

- 4. 現在策定が進んでいる国家

観 光 戦 略 の 準 備 段 階 で 、

SIMCOT管理開発計画が参考に

された明確な形跡がある。（情報

入手手段：連邦政府の文化観光

省のJICA個別派遣専門家や政策

決定者への聞き取り） 

個 別 専 門 家 の 支 援 に よ る

SIMCOT管理開発計画の主流化

を評価する追加の指標が必要。

 

２－６ プロジェクト対象地域 

本プロジェクトの対象地域は、「シミエン国立公園及び周辺地域」とPDMに記されている。プロ

ジェクトはさまざまな活動を異なる範囲で実施しており、主要なプロジェクト活動ごとにその対

象地域を整理することが求められる（調査団による整理結果は「第４章 提言」参照）。 

 

２－７ プロジェクトの実施プロセス 

プロジェクトの実施プロセスは、プロジェクト成果の質や持続性、インパクト、有効性に影響

を与えるため、中間レビューでは何が達成されたかということだけではなく、それがどのように

達成されたかを同等に評価した。このセクションではプロジェクト実施と管理の主要な過程を要

約した。 

 

２－７－１ プロジェクト活動へのカウンターパートや関係者の参加 

カウンターパートとその他の関係者の能力向上はプロジェクトの主要な目的のひとつである。

そのためには彼らをプロジェクト活動に巻き込み、日本人専門家からの技術や知識の移転を受

けることは重要である。プロジェクトを通じた彼らの巻き込みの状況を下表にまとめた。 

 

主要プロジェクト

活動 
カウンターパートやその他の関係者の参加状況 

プロジェクト計画 ・各レベルの関係者に、プロジェクトの枠組みや基本方針などを説明する

ために、プロジェクトの開始当初カウンターパートとキック・オフ会合

を数回開催した。「技術協力」の概念を説明し、カウンターパート組織

の貢献と責務順守が必要であることを理解してもらうことに尽力した。
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主要プロジェクト

活動 
カウンターパートやその他の関係者の参加状況 

・PCCとJCCでの協議を経て、PDMが改訂された。POに関しては、調査団

から改訂に関する提言を行った。 

・POとは別途、作業工程表が作成されており、各年次の初めにカウンタ

ーパートに対して説明が行われている。 

調査（観光資源調

査、市場調査、観光

客調査など） 

・特にDebarkにおけるカウンターパートは、プロジェクトで実施した各種

調査に現場レベルで深く関与した。 

・調査の結果は、カウンターパートとともに取りまとめ、その他の郡の関

係者や県、州、連邦レベルのカウンターパートに日本人専門家が発表し

た。 

マーケティング戦

略とプロモーショ

ン計画の策定 

・上記のとおり、戦略と計画策定に必要なデータ収集にカウンターパート

が関与した。データ分析と戦略の検討は、本調査直前に文化観光省に異

動となった元アムハラ州文化観光公園開発局長との協議を経て日本人

専門家が実施した。 

村落観光商品の計

画策定と開発 

・住民やその他の関係者によって村落商品WGが形成された。WGの活動

はモデル集落選定後、モデル集落のCTMAが一部を引き継ぎ実施してい

る。CTMAのメンバーは生活体験プログラムやサテライト・センターの

建設などに関与している。 

・Debark郡のカウンターパートは、日本人専門家の現場での商品開発活動

に同行し、専門家不在時は、カウンターパートが活動支援を継続してい

る。 

プロモーション資

料の作成 

・今後カウンターパートとともに開発する。 

SIMCOT管理開発計

画の策定 

・計画の策定は日本人専門家を中心に進められているが、今後カウンター

パートやその他の関係者と協議を行い意見やアイデアを取り込む予定。

観光事業者に対す

るプロモーション

（B to B）トライア

ルの計画策定と実

施 

・今後カウンターパートとともに実施する。 

コミュニティ・ツー

リズム振興のため

の仕組みの構築 

・PCCやJCC会合において、DMOの設立や政策的支援の策定などのアイデ

アを日本人専門家が発表した。2013年9月までには政策的支援の具体的

な提案や実行可能性、行動計画、政策素案などが、関連する政策決定者

と専門家の間で協議される。 

 

２－７－２ 他ドナーや政府事業との調整 

オーストリア開発公社（ADC）は北Gondar州において関連する事業を過去10年以上支援して

きた。ADCは2013年3月から3年間、630万ユーロ規模の予算の新規プロジェクトを開始する予定

である。新規プロジェクトでは、SMNPにおけるエコツーリズムの振興や、コミュニティや政府

関係者に対する各種研修を実施する計画である。また、観光を財源とした歳入強化の仕組みの

改革、SMNPにおける生計向上やエコツーリズムに関連する調査の実施も計画している。日本人

専門家はADCのGondar事務所と適宜情報共有を行っている状況。 
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２－７－３ プロジェクト運営管理 

プロジェクトはJCCとPCCによって管理されている。それぞれの委員会の現状は下表のとおり。 

 委員会 現 状 

1. JCC（合同

調 整 委 員

会） 

JCCはエチオピア側の7名の委員と日本側の代表者で構成され、年に2回会合を

実施することになっている。過去1年2カ月間で3回会合が開催された。プロジ

ェクトに関する主要な課題が協議・決定された。 

2. PCC（プロ

ジェクト調

整委員会） 

18名のエチオピア側委員と日本側委員によって運営されている。年に2回会合

を開くことになっており、現時点までで5回開催された。関連する5つの郡と

Debark市の関係職員もPCC委員であり、各担当郡における観光商品を発表する

など、PCC会合に参加して貢献している。 

 

本プロジェクトの特徴のひとつは、専門家チームの人数が多いことである。異なる専門性を

もつ9名の日本人専門家でチームが構成され、おのおのの専門知識を技術移転することでプロジ

ェクトに貢献した。一方、多くの専門家が短い派遣期間で行き来するなか、副総括と観光開発II

の専門家が交代となり、専門家配置上の管理が課題となっている。 

日本人専門家が現地不在中に、プロジェクト活動のモニタリングを実施するためにローカル

スタッフを有効活用することが重要であるが、現在不在の状態である。2013年7月までに新たな

ローカルスタッフを雇用する予定。 

 

２－８ 効果発現に貢献した要因 

2009年の国家観光政策の策定に代表されるように、エチオピアでは国家開発の優先セクターの

ひとつに観光を位置づけ、アムハラ州政府は州の観光戦略を策定している。空港があるGondarと、

公園入口に位置するDebarkを結ぶ舗装路が整備され、ADCや世銀といったドナーが観光振興の支

援を行っており、PDMにある主要な外部条件はおおむね満たされている。Debarkに開設されたプ

ロジェクト事務所は、ADCのプロジェクトにより整備された公園事務所を活用している。 

 

２－９ 問題点及び問題を惹起した要因 

カウンターパート組織は、職員不足と職員のための旅費や日当宿泊費の予算不足に直面してい

る。現時点ではプロジェクト実施に重大な支障は出ていないものの、いくつかの活動に遅れが生

じる原因となっている。日当なしでも現場へ同行する意思のある限られたカウンターパートのみ

がプロジェクトに従事しており、これらの限られたカウンターパートが異動になると、新たなカ

ウンターパートを一から指導し直さざるを得なくなるというリスクがある。 

公園内の遠隔4郡における関係者のプロジェクトへ関与するにあたり、交通手段が乏しいことが

障害となっている。また、関係者が会合やその他のプロジェクト活動に参加するために必要な旅

費や日当のエチオピア側の予算が不足している。 

さらに、コミュニティ・ツーリズムの概念はエチオピアにとって新しく、観光のマーケティン

グとプロモーションを実施するために必要な基礎的な情報が少なく、専門家チームは計画よりも

情報収集に時間を要した。 
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第３章 評価結果 
 

評価5項目による評価結果の概要は下表のとおり。 

 

5項目評価 評価結果 備 考 

妥当性 高い ・プロジェクトは、国家の観光開発政策や州の世界遺産を保全する

重点課題と一致している。 

・日本の対エチオピア国別援助計画と整合性がある。 

・生計向上が必要な現地のニーズに合致している。 

有効性 やや高い ・日本人専門家による指導と研修を通じて、プロジェクト対象地に

おけるコミュニティ・ツーリズムの開発に携わる関係者の能力が

向上した。 

・WGとPCCの創設を通じて、関係者間の情報共有と組織間連携の

場が生まれた。 

・DMOとコミュニティ観光基金の設立が計画されている。 

・フィールド・ミュージアムの概念を基にした観光商品（生活体験

プログラム）のモデル開発が進んでいる。 

・SIMCOT管理開発計画やマーケティング戦略・プロモーション計

画などの策定が進んでおり、完成後、文化観光省のJICA個別専門

家の支援などを通じて制度化されることが期待されている。 

効率性 普通。プロジ

ェクト活動の

絞り込み ･再

調整後、改善

すると予想さ

れる 

・本邦研修や日本人専門家の指導により、カウンターパート（特に

現場スタッフ）の観光開発に対する理解が進み、業務効率が著し

く向上した。 

・「サステイナブル・ツーリズム」から「コミュニティ・ツーリズ

ム」にプロジェクト目標を絞ったことにより、現在は立ち上げら

れた4つのWGのうち、2つのWGへの支援に特化している。 

・WG立ち上げ当初は「サステイナブル・ツーリズム」をめざして

いたため、幅広い関係者をWGメンバーとして巻き込んでいた。

これらのWGメンバーにプロジェクトからの支援を期待させてし

まった一方で、プロジェクトの限られたリソースと期間でこのよ

うな幅広い領域と関係者をすべて支援することはできず、その結

果直接便益を受けていない一部のWGメンバーの不満を生む原因

となった。 

・カウンターパート機関は、プロジェクトにコミットしており、カ

ウンターパートと事務所を提供している。日当なしで現場へ行く

ことをいとわない数少ない職員がプロジェクト活動に参加して

いる。エチオピア側からのカウンターパートの日当や旅費の拠出

がなければ、2013年度からPCCの開催が困難になる可能性があ

る。 

・供与機材などは有効に活用され、維持管理されている。 

・公園内のマップ作成等、観光客誘致に向けてプロジェクト活動を

補強する取り組みが青年海外協力隊によって行われた。 
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5項目評価 評価結果 備 考 

インパクト 一定の不透明

さがあるもの

の、正のイン

パクトは高い

と予想される 

・エチオピアにおいてコミュニティ・ツーリズムの概念は新しく、

地方のコミュニティが直接便益を得られるプロジェクトの概念

はエチオピア政府から期待を集めている。 

・プロジェクトで設立したホテル・レストランWGが正式な協会に

発展する見込みである。 

・プロジェクトが実施した研修後、調理師協会のサービスが改善さ

れ、協会の政府格付けが向上し、政府が設定している賃金が倍以

上に増額した。 

・プロジェクトは、コミュニティ・ツーリズム振興のための方法論・

モデルを他地域に普及する計画である。今後、モデルの実現可能

性と他地域への普及可能性が検証されることとなる。 

・対象地域で（特に対象集落内において）観光によって直接的な利

益を受ける者と受けない者の間に生じる潜在的な摩擦を適正に

対処できれば、負のインパクトは軽減できる。 

持続性 結論づけるに

は時期尚早 

・対象地域全体においてコミュニティ・ツーリズムを持続的に行う

ために、政策的支援や官民協働に必要な組織的、法的、財務的仕

組み〔例：観光圏マーケティング組織（DMO）、コミュニティ観

光基金、他〕を検討している。これらは今後具体的にカウンター

パートへ提案され、将来的に正式に制度化される計画である。 

・集落ごとにCTMAを設立し、コミュニティ自身が主体となって観

光管理（観光商品の維持管理と拡大）を行うモデルを開発してお

り、CTMAの財源も上述の仕組みに組み込み財務的持続性を担保

する予定である。 

・WGは、関係者が情報共有を行い、共通の課題を解決する良い場

となっており、将来的に正式に制度化する計画である。 

 

３－１ 妥当性 

妥当性は高い。 

2011年に実施した詳細計画調査以降、エチオピアの優先政策に大きな変化はなく、2010/11年か

らの国家5カ年計画（Growth and Transformation Plan：GTP、成長と変容計画）では、観光が重要セ

クターの1つとして位置づけられており、2014/15年までに、エチオピアの観光訪問者を2倍以上に

増やす目標が掲げられている。観光セクターは雇用を創出し、貧困削減に貢献することが期待さ

れている。世銀は2012年に実施した観光セクター調査の結果を受け、2009年に策定された国家観

光政策を実施するための戦略策定、国家マーケティング戦略、観光セクター人材育成戦略の策定

を提言した。世銀の調査では、モデルを示す先進的事業の促進を提言しており、本プロジェクト

の妥当性を裏づけている。 

SMNPは、1978年にエチオピアで初めて国際連合教育科学文化機関（United Nations Educational, 

Scientific and Cultural Organization：UNESCO）の世界遺産に登録されたが、1996年に危機遺産リス

ト入りし、リストからの脱却が連邦と州政府の課題となっている。UNESCOの基準を満たすため

に、政府はさまざまな対策を実施しており、本プロジェクトは公園内外の住民に対して観光を農

業以外の代替生計手段として位置づけ、政府の取り組みを支援している。また、プロジェクト対

象地における喫緊の課題は、食糧安全保障と貧困削減であるが、本プロジェクトは、地域に直接
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便益が及ぶコミュニティ・ツーリズムの振興を目的とし、現地のニーズと合致している。また、

日本の対エチオピア国別援助計画は、農村における農業以外の収入の多様化を重要視しており、

本プロジェクトとの整合性が高い。 

 

３－２ 有効性 

有効性は、やや高め。 

プロジェクト目標である「世界自然遺産シミエン国立公園において、官民協働による、住民に

裨益するコミュニティ・ツーリズムの仕組みが構築される」は、エチオピア側の政策決定者と民

間企業・観光業者による適切な支援でおおむね達成されると予想される。プロジェクト目標にあ

る「仕組みの構築」にはいくつかの要素があり、下表のとおり中間レビューでは各要素の達成度

を評価した。 

 

｢仕組み｣の要素 達成見込み 

関係者の能力 各種研修と日本人専門家による指導によりカウンターパ

ートの業務姿勢に著しい向上がみられ、達成される見込

み。 

今後、更に活動を円滑に行うためにも、日当宿泊費（カウ

ンターパート機関による予算措置）の問題が解決されるべ

きである。 

コミュニティ・ツーリズム開発のモ

デル・方法論の実行可能性 

CTMAの組織能力が適切に開発され、観光事業者などの巻

き込みが十分になされれば、達成可能。観光商品開発にお

ける民間の関与は今後強化されるべき。マーケティングと

プロモーションに必要なデータ収集の仕組みは確立され

た。 

公式な政策・計画・戦略の策定・承

認（SIMCOT管理開発計画やマーケ

ティング戦略とプロモーション計

画など） 

日本人専門家の支援により達成される見込みで、各種承認

は、政策決定者の支援が必要。プロジェクト終了後に達成

される可能性がある。 

既存組織間の連携、適正な法的根拠

のある組織制度（DMOやCTMA）の

設立 

WGやPCCの設立を通じて、組織間情報共有と観光振興の

ための協力の場が設立した。こうした機能は今後公式な制

度枠組みが設立された段階でそのなかへ統合される。ま

た、DMOやCTMAの正式な設立に関しては、最適な仕組み

を十分関係者間と協議したうえで、政策決定者の支援を確

保する必要がある。 

対象観光圏における継続的にコミ

ュニティ・ツーリズムを振興するた

めの法的根拠と管理体制が伴った

財政の仕組み（コミュニティ観光基

金） 

プロジェクトが具体的な提案をするためには、更なる調査

と協議が必要。プロジェクト終了後、エチオピアの政策決

定者の支援により、実際の基金が設立される予定。 

政策的支援 実行可能な助成金制度や観光業規制などの政策的支援の

具体的な提案のためには、更なる調査と協議が必要。具体

的な制度が設計できれば、それらはSIMCOT管理開発計画

に含まれる。 
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３－３ 効率性 

効率性は普通であるが、プロジェクト活動の絞り込み･再調整後、改善すると予想される。 

プロジェクト開始当初、プロジェクトは「コミュニティ・ツーリズム」よりも広い概念である

「サステイナブル・ツーリズム」を目的としていた。その結果、幅広い関係者を巻き込み、村落

だけではなく、町のレンタカー協会やトレッキング資機材協会、観光安全協会などの関係者もプ

ロジェクトに巻き込みツアーオペレーションWGのメンバーとした。また、プロジェクトは自然社

会環境WGを設立し、環境に関する住民の意識化活動までプロジェクト領域に含めた。しかしその

後プロジェクトは、住民に直接便益が及ぶコミュニティ・ツーリズムに活動の焦点を絞るよう方

向修正し、PDMを改訂した。その結果、効率性は改善され始めている。 

一方で、当初WGメンバーにプロジェクトからの支援を期待させてしまったため、直接便益を受

けていない一部のWGメンバーの不満を生む原因となっている。 

プロジェクトの限られたリソースと期間で幅広い領域と関係者をすべて支援することはできな

いため、今後もプロジェクトは対象範囲と対象者を慎重に見極めることが必要とされる。プロジ

ェクトの活動領域を下図にまとめた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Debark &  

Gondar 

基礎インフラ 道路 電力 水 空港

観光インフラ 

ホテル レンタカー 

資機材 

観光サービス 

カスタマーサービス 

ガイドと安全

情報

SMNP &  

コミュニティ 
自然のアトラクショ

ン 保全 

復旧 

トレッキング開発 

文化遺産とアトラクション 

村落生活体験プログラム

サテライト・センター

政府 関係組織（WG、CTMA、DMO） 旅行業者 

SIMCOTプロジェクト 

対象範囲：技術支援と能力向上 

対象範囲：制度化、法整備、開発、

マーケティング、プロモーション

ラバ・馬 
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投入ごとの効率性を下表にまとめた。 

 

 投 入 効率性とタイミング 

1. 日本人専門家とロー

カルコンサルタント 

多くの日本人専門家が、幅広い専門知識・技術をプロジェクトにも

たらした。特に最前線の政府職員に対して、日本人専門家による指

導を通じて適正に技術移転が行われた。 

2. カウンターパートと

エチオピア側のその

他の便宜供与 

カウンターパート組織は、プロジェクト開始当初からカウンターパ

ートと事務所を確保し、特定の政府職員が日本人専門家と密に業務

を行っている。エチオピア側の旅費・日当宿泊費の予算不足から、

日当なしで現場へ行くことをいとわない数少ない政府職員がプロジ

ェクト活動に参加している。カウンターパートの頻繁な異動・交代

がみられる。 

3. 車両と供与機材 車両や資機材はプロジェクトによって適時に供与され、適正に利

用・維持管理されている。 

4. 本邦研修 マーケティングやプロモーションの分野において日本の先進的な事

例を視察したことで、参加したカウンターパートの当該分野の理解

が促進され、業務効率が著しく改善された。 

5. ローカルコスト 日本側から適切なローカルコストが拠出され、エチオピア側は事務

所の光熱費などを負担している。連邦政府と州政府はカウンターパ

ートの旅費や日当宿泊費を負担している。 

6. 追加のリソース 青年海外協力隊との連携により、プロジェクト活動を補完する人材

が好タイミングで投入されている。 

 

３－４ インパクト 

一定の不透明さがあるものの、正のインパクトは高いと予想される。対象地域で（特に対象集

落内において）観光によって直接的な利益を受ける者と受けない者の間に生じる潜在的な摩擦を

適正に対処できれば、負のインパクトは軽減できる。 

プロジェクト開始から1年2カ月経過した現段階では、プロジェクトのインパクトを結論づける

には時期尚早であるが、プロジェクトを通じてコミュニティ・ツーリズムという新しい概念がエ

チオピアに紹介され、関係者や政策決定者の関心を集めていることが確認された。今回の調査期

間中、文化観光省副大臣から、本プロジェクトが地元のコミュニティに直接利益が及ぶ協力とな

っており、目に見える成果が出ている点が高く評価され、プロジェクトの経験を他の国立公園で

も生かしていきたいとの意向が示された。プロジェクトでは今後村落の住民が裨益するコミュニ

ティ・ツーリズムの方法論を示していくことになり、そのようなモデルの他地域への普及可能性

と実行可能性がモデル完成後に検証されることとなる。 

現時点でみられるその他のインパクトは以下のとおりである。 

①プロジェクトが設立したホテル&レストランWGが正式な協会に発展する見込みが高い、②プ

ロジェクトが実施した研修後、Debark市の調理師協会のサービスの質が向上し、政府が規定する

会員の賃金が2倍以上に増加した、③カウンターパートはマーケティング・プロモーションに関し

てプロジェクトで習得した知識を活用し、GondarでSMNP以外の観光地に関する情報収集を行う予

定。 
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３－５ 持続性 

制度的、財務的持続性をめざし活動している途中であり、現時点で持続性を結論づけるには時

期尚早である。 

対象地域全体においてコミュニティ・ツーリズムを持続的に行うために、政策的支援や官民協

働に必要な組織的、法的、財務的仕組み〔例：観光マーケティング組織（DMO）、コミュニティ観

光基金、他〕を検討している。これらは今後具体的にカウンターパートへ提案され、将来的に正

式に制度化される予定となっている。 

また、本プロジェクトでは集落ごとにCTMAを設立し、コミュニティ自身が主体となって観光管

理（観光商品の維持管理と拡大）を行うモデルを開発しているが、本活動も上述の仕組みのなか

で財務的持続性を担保する予定である。 

プロジェクトで創設したWGは、関係者が情報共有を行い共通の課題を解決する良い場となって

おり、将来的には正式に制度化する計画である。 

 

３－６ 結 論 

プロジェクトは、カウンターパートや村落観光商品の開発を進める住民、Debark市の各種観光

関連協会の能力向上に既に大きく寄与している。日本人専門家を通じてコミュニティ・ツーリズ

ムの概念が紹介され、住民が直接的に便益を得る観光開発の理解促進につながったとともに実際

の取り組みが試行されている。各関係機関や組織が情報を共有し、共通の課題に対して共同で取

り組む場の構築に貢献した。 

プロジェクトでは、モデル集落における村落商品開発や、観光業者への商品の売り込み、CTMA

の設立と運営などの経験による知見を基に、コミュニティ・ツーリズムのマーケティングとプロ

モーションの方法論を開発している。本調査で、モデル集落のCTMAによる生活体験プログラムの

実演を視察し、彼らの実施能力を確認した。また、フィールド・ミュージアムの概念に関する彼

らの深い理解も垣間見ることができた。これらの経験や試みの結果は、最終的にSIMCOT管理開発

計画に整理・統合され、SMNP周辺とエチオピア内のその他の国立公園の関係者に広められる。方

法論が確立し、他地域への普及可能性と実行可能性が検証されれば、エチオピアやその他の国に

おけるモデルとなるであろう。 

プロジェクト開始当初、プロジェクトの対象範囲を幅広く設定したため、限られたリソースが

多くの活動に分散された。現在は、コミュニティ･ツーリズムに直接的に関連のある活動に絞られ

つつあり、今後「効率性」は向上することが期待される。 
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第４章 提 言 
 

プロジェクト活動の進捗状況や課題を踏まえ、調査団は以下のとおり提言を行った。 

    

（1）主要活動ごと対象地域・対象者の整理 

プロジェクトはさまざまな活動を異なる対象地域で実施しており、関係者間で必ずしも共

通認識が得られていなかった。そのため調査団は、カウンターパート及び専門家チームへの

ヒアリング調査の結果を基に、対象地域と対象者を主要活動ごとに下表のように整理した。 

主要プロジェクト活動 プロジェクト対象地域・対象者 

能力向上活動 WGメンバーとCTMAメンバー 

郡、北Gondar県、アムハラ州、関連連邦政府

のカウンターパート 

生活体験プログラム・村落観光商品開発 Argin Jona村の3集落 

サテライト・センターと遊歩道の整備 上記3集落中の2集落 

村落観光商品開発とCTMA設立の方法論の普及 少なくとも3郡と1市 

SIMCOT管理開発計画 SMNPのコア・ゾーン、SMNP観光圏（Kosoye

とWunaniaを含む）、Gondar 

SIMCOT管理開発計画の広報 SMNPに関係する郡、北Gondar県、アムハラ

州、関連連邦政府機関、他の国立公園、ドナ

ー機関 

DMOとコミュニティ観光基金設立の政策策定 SMNPのコア・ゾーン、SMNP観光圏、Gondar

 

（2）プロジェクトの持続性の担保 

コミュニティ自身が観光活動の運営・管理を持続的に行う仕組みとして、集落レベルの

CTMA、及びSMNP全体の運営管理を担うDMOとコミュニティ観光基金の設立が専門家チーム

と一部のカウンターパートの間で検討されている。今後、カウンターパートや観光事業者な

どの関係者の協力を得つつ、アイデアの具体化が必要。DMOやコミュニティ観光基金の設立

に関する具体的な提案には、民間セクターの関与も必要である。 

SIMCOT管理開発計画は、地元コミュニティが裨益するコミュニティ・ツーリズムの開発と

振興を目的としており、このような取り組みが持続的に行われるためには計画を制度化する

必要がある。そのためには、早い段階から適切なカウンターパート及び政策決定者とSIMCOT

管理開発計画に関する協議を行う必要がある。 

 

（3）多様なステークホルダーの巻き込み 

村落観光商品の開発において、早い段階から観光業者や観光客に対して広報を行うことが

重要である。多くのステークホルダーの意見を参考に商品を改善するとともに、コミュニテ

ィへ実際に観光客を呼ぶなどの活動を試験的に行いコミュニティが実際に収入を上げること

で、住民の熱意を維持・後押しすることが必要。また、SIMCOT管理開発計画の策定や、DMO・

コミュニティ観光基金の設立にも、早い段階から関係者を巻き込み、アイデアや意向を取り

込むことが重要。 
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（4）ドナー機関や政府事業との情報共有 

SMNPやエチオピアのその他の地域で、連邦・州政府やドナー組織はさまざまな観光事業を

実施している。そのため、これらの機関と情報交換を行うことがプロジェクトを効果的、効

率的に実施するうえで重要である。また、例えばADCなどのドナー機関とは、現地オフィス

（Gondar）レベルだけではなく首都の事務所とも情報交換を行うことが望まれる。 

国連開発計画（UNDP）が実施している小規模無償援助プログラム（Small Grant Programme：

SGP）は、エコツーリズム振興なども支援しており、SMNPが優先地域の1つに指定されてい

る。SIMCOTプロジェクトのコミュニティの活動に対する追加資金を得るために、SGPの活用

を検討することも一案である。 

プロジェクトでは、DebarkとGondarに事務所を設営しているが、プロジェクト目標である

仕組みの構築には連邦や州レベルのカウンターパートとの意思疎通が重要であるため、主要

な専門家はGondarを拠点とすることが効率的と考えられる。 

 

（5）効果的・効率的なプロジェクト進捗管理のためのPDMとPOの活用 

PDMとPOの活用は、効果的にプロジェクトの進捗を管理するうえで有効な手段である。プ

ロジェクトの活動範囲を適切に保ち、プロジェクト活動を計画どおりに実施し、プロジェク

ト期間内に目的を達成するためにも、PDMとPOを活用することが重要である。 

 

（6）人材の効率的活用 

マーケット戦略とプロモーション計画の策定などを含め、当初計画より遅れが生じている

活動があることから、より効率的に人材を活用しプロジェクト活動を推進する必要がある。

主要専門家が業務を完了できる人月を確保できるように要員配置計画を再考することが望ま

れる。 

本プロジェクト開始から現在までの間にプロジェクトとともに活動を推進してきたカウン

ターパートの能力は向上し、その結果活動が効果的に実施されている。カウンターパート組

織は、プロジェクト期間内のカウンターパートの異動が最小限になるような工夫が必要であ

る。 

 

（7）プロジェクトの広報 

ポスターや看板、横断幕、パンフレット、ウェブサイトなどを活用して、一般市民や政策

決定者に対して、プロジェクト活動の広報を実施することが重要。それにより、プロジェク

トに従事するカウンターパートのモチベーションが上がるとともに、プロジェクトに対して

広く関係者の理解を得ることができ、プロジェクトの円滑な実施につながると考えられる。 

 



付 属 資 料 

 

１．Minutes of Meeting（M/M） 

 

２．評価グリッド 

 

３．主要面談者リスト 
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